
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

盤菫日盟星動五生_塾と二二_三型二上2二とL___

1 事業の成果

令和 5年度は、(1)開発途上国における地域開発事業について、過年度に引き続きバングラデシュ・

ベナン・プルキナファソ・ウガンダの 4か国を活動場所として、食料への権利実現を目指し住民自身に

よるコミュニティ開発の支援活動を行った。ブルキナファソにおいては、2022年度より活動を開始した

事業地において住民主導による地域診断の諸活動支援を終え、計画策定のための諸活動を支援した。そ

の他 3か国においては、現在の支援対象コミュニティの自立に向けて支援完了年を意識した活動を推進

した。

また、(2)国 内における知識普及並びに行動喚起を行う啓発事業として実施した、国内外の食料システ

ムの現状と今後に関する知識の普及をはかる活動として特筆すべきことは、アフリカ日本協議会、国連

食糧農業機関 (FAO)駐 日連絡事務所、横浜市資源循環局、ならびに食品メーカーや生活協同組合、フ

ー ドバンクなどの企業や NPOな どと協同する啓発イベント「世界食料デー月間」の事務局団体を本年度

も務めたことである。フー ドロスや SDGs(持続可能な開発目標)に対する社会的関心の高まりを背景に、

参加団体同士の学び合いや協働も始まった。また、学生インターンの参画を得ながら進めることもでき

た。来年度も当団体が事務局を務める形で更に活動の輸を拡げていくことを見込んでいる。これらの取

り組みと連動して、従来から協力いただいている日本各地の生活協同組合、および都内や首都圏を中心

に企業等を巻き込みながら、22回 日となる「書損じハガキ回収キャンペーン」を実施。前年以上に多く

の方に参加いただく結果となった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 200,214千 円)

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千 円)

開発 途 上 国 に

お け る地域 開

発事業。

バングラデシュにおける参

加型アクシ ョン リサーチ

(PAR)を 採 り入れた、住民

自身による地域開発活動の

立案・実施・評価の支援。

通年

バ ング ラ

デ シ ュ人

民 共 和

国・ カ リ

ガ ン ジ

郡 、 ボダ

郡

7人

活動地 に

在住 す る

飢餓 に苦

しむ主 に

女性

692名 74,133

千円



ベナンにおける地域開発の

担い手である「地域のアク

ター」が、自立して活動計

画・実施評価が出来ること

を目標とした、能力強化の

支援。

通年

ベ ナ ン共

和 国・ ゼ

郡

7人

活動 地 に

在住す る

飢餓 に苦

しむ 主 に

女性

353名

ブルキナ

フ ァ ソ・

ガオ ンゴ

郡

3人

活動地 に

在住す る

飢餓 に苦

し む 村

民

8,186名

ブルキナファソ新事業地に

おける、当初からの参加型

アクションリサーチ (PAR)

を採 り入れた、住民主導に

よるコミュニティ開発の支

援。

通年

活動 地 に

在住す る

飢餓 に苦

し む 農

民

1,200名

ウガンダにおける、パー ト

ナーである 4つの協同組合

による収入創出事業や啓発

活動の実施に連動させた、

能力強化の支援。

通年

ウガ ンダ

共和 国・

ワ キ ソ

郡

6人

日本および世界のフー ドシ

ステム改革の担い手の育成

を目標 とした活動、および

支援者の方に飢餓の現状と

本会の地域開発事業の状況

をお伝えするとともに、不

要な金品の提供を通 して飢

餓を撲減する活動への参加

を促す 「書損 じハガキ回収

キャンペーン」の実施。

年 1回 ・

12月 から

翌年 5月

末

主 に東京

都内
10人

世界 の飢

餓問題 に

関心 のあ

る都 内 を

は じめ 日

本 国内の

一 般 市

民

80,000

名

126,080

千円

日本 国内 にお

け る知識 普及

並 び に行動 喚

起 を行 う啓発

事業。

※受益対象者人数は、2022-2023中期計画の活動対象者 として 2022年度と同じ人数。

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

足承 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

ロ田

853,000
10,242,000

11.005,0∞

242,698,701
242,698,701

32,010
32,010

513,974
513,974

030
354
670

4,910,054

日本国内における知識普及並びに行動喚起を行う啓発事業

受取寄附金

受取助成金等

1

3

4

5

正会員受取
賛助会員受 費

費

会

会

取

受取利息
為替差益
雑収益

259.249.739

630,000
66,328,477
10,182,021
2,605,954
1.023.406

80,769,858

印刷製本費
通信運搬費
旅費交通費
地代家賃
水道光熱費
支払手数料
消耗品費
図書費
会議費
諸会費
報酬
租税公課
保守・修繕費
広告宣伝費
支払寄付金
減価償却費
保険料
雑費

39,355,785
19,763,371
8,437,626
9,368,327
1,023,186

18,563,160
2,378,946

12,440
4,263,802

64,000
9,939,668

42.529
1,217,303
956,140

3,464,504
414,975
145,557
33,158

119,444,477

200.214.335

270,000
21,835,850
3,643,595

665,812
365,851

26,781,108(1)人件費
役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費
退職給付費用
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印刷製本費
通信運搬費
旅費交通費

122,012
733,396

2,370,805

(1)人件費
役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費
損職給付を用



地代家賃
水道光熱費
支払手数料
消耗品費
図書費
会議費
諸会費
報酬
租税公課
研修費
保守・修繕費
減価償却費
保険料
雑費

3,278,949
292,034

1,443,707
645,436

2,310
57,972
139,600

4,018,797
1,080

214,750
405,032
131,313
21,420
90,021

40.749.742
240_964.077
13.285.662当 期 経 常 増 減 額 A ― 【B: ・・・①

487,990

487.00(

△487.990当 期 経 常 外 増 減 | C
17.797.672

人 及

正

+
106.70,,174
124.498.346
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ハンガー・フリー・ワール ド

ソフ トウェア

2

2

(1 ) 形

現金預金
貯蔵品
前払金
前払費用
短期貸付金
未収金

差入保証金

預け金

建物
建物付属設備
車両運搬具
工具器具備品
土地

105,408,506
30,044,837
2,560,924

644,156
164,000

7,360,000

146.182.423

16,670.353
2,602,038

2

4

2,034,263
12,034,046

33,480
33,480

3.503.578

25.267.411

【A】 資 産 合 計 ①+② 171.449,834

退職給与引当金

2

田

1

B-1

未払金

預 り金
支部損失引当金

11,526,392
2,383,967

31,965,007

45.875.30

1,075,622

l.075.622
46.950.988

正

106,701,174
17.797.672

124_498_846

171,449,834【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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特定非営利活動法人 ハンが―ワリーリールト
・

1重要な会計方針

(1)

(2)

(3)

(4)

4固定責産の増減内訳

5■発債務

財務諸表の注記

財務諸表の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 、2017年 12月 12日 最終改正、NPO法人会計基準協臓会)によっています。

輛卸責産の評薔方議及び‖饉基準
貯農品・・・・・・ 最終仕入原価法による原価法を実施しています。

固定資産の減価償却の方法
有形固定費産・・・・・・ 定麟法による減価償却を実施しています。
無形固定責産・・・…・ 定■法による減価償却を実施しています。

引当金の計上基準

支部損失引当金 :ウガンダ支部の地嬌開発事業にかかる支出に■えるため、今後発生すると見込まれる額を計上しています。

退‖綸与引当金 :バングラデシュ支部●員の退摯綸付に■えるため、期末における退職綸付債務の見込み麟に基づき計上しています。

消費税等の会針処理
′‖費税■の会計処理は、税込方式となつています。

2事業費の内訳
別紙●照

3使途等が倒的された寄付等の内訳

当法人の正味財産は124.498,“円です。また、使途が特定されている期末残高は有りません。したがつて使途が制約されていない正味財産は124,498.346円 です。

科 目 期首取得値饉 取 得 減 少 期末取得籠饉 滅価償却累計饉 期末帽簿饉饉

11,059,503

7●2.397

20.5:4.340

7.703.042

12.034.040

403.360

1.522,700

100.034

ス040.043

130.404

403.360

11.659.500

7●2.397

20.514,346

0,988,316

12.004.046

:.522.710

7.040,348

33.480

0.057.465

712.395

20.514,342

0,054,551
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1.522.730

7,“0.843

54.714.303 3.321.022 530.704 02.406.001 37.229.255 25.267.411

有移固定責産

聾2付口餃ロ

言離景品
土地

無形固定責産
_y7トウェア

投資その他のJ:::|:18

口
'′

香計

。当法人はウガンダ支部の前事務局長より、解層が不当であるとして撮書賠償請求を受けております。
当法人といたしましては、同人の腑求は根拠がないものと考えており、当法人の正当性を主張し、係争中です。
また、当法人が資金の不正魔用により損害を被ったことに対する賠償請求をウガンダ支部の前事務局長に求めて係争中です。
・当法人ウガンダ支部にて管理している現地口座のうち―口座が銀行側から体眠口座の級いとされております。現在、銀行に対し口座の解除手続きを進めています。



別紙

科 日

開発途上国における
地域開発事業

日本国内における
啓発事業 事業部門針

I 経常支出の部

(1)人件費

役員報酬 630,000 630,αЮ

給料手当 29,075,200 37,253,277 06,328,477

法定福利費 4,032,719 6,149,302 lQ182,021

福利厚生費 2,525,740 80,214 2,005,954

退職給付費用

“

7.400 616,000 1,023,400

人件費計 36.041,065 44,728,793 80,700,850

(2)その他の経費

印刷製本費 1,472,334 37,883,451 3a355,735

通信運搬費 1,203,315 18,499,550 19,703,371

旅費交通費 8,057,227 380,399 0,437,020

地代家賃 3,957,417 5,410,910 0,360,327

水道光熱費 820,261 202,925 1,023,1“

支払手数料 148,368 10,41■ 702 18.503,100

消耗品費 2,175,079 203,867 2,37a040

図書費 7,511 4,929 12,440

会臓費 4,252,452 11,350 4,2611802

諸会費

“

,αЮ

“

,0∞

報酬等 9,79Q769 148,"9 軌939,008

租税公課 30,461 3,008 載,529

保守・修繕費 1,217,303 1217,a澪

広告宣伝費 950,140 950`1“

支払寄付金 3,404,504 a4‖,ま諄

減価償却費 260,587 154,388 414975

保険料 145,557 145,557

雑費 33,150

",1"その他経費計 38,092,785 81,351,692 110,444,477

合計 74,133,350 126.000,485 200,214,335



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
特定非営利活動法人ハンガー・フリー・ワール

籠

248,126

105,160,380
64,108,802
21,554,628
7,688,274
6,800,829
1,439,669
1,747,238
1,820,940

30,044,837
30,044,837

202,192
49,020

2,309,712

2.560,924

644,156
644,156

164,000
164,000

7,360,000
7,360,000

普通預金
三井住友銀行 千代田営業部 
三菱UFJ銀行 神保町支店 
ゆうちょ銀行 
バングラデシュ預金
ベナン預金
ウガンダ預金
ブルキナファソ預金

協同組合 (ウ ガンダ)

12月 分回収未収入金 切手

払 用

1月 分の家賃・更新料

現金
季曇麗岳当現金

貯蔵品
切手

前払夕し

`ζ

ttt´ュ前払ズ≠多箭払

146.132.423

定資産

2,602,038
2,602,038

2,034,263
2,034,263

12,034,046
12,034,046

四輸駆動3台 (へ
・ナン、フ・騰ナファツ・ウカ'ング)ワ ゴン車 (′ ンヾグラテ・シュ)

電話機・複合機・パソコン・発電機他
工

両

品

(1)有移固定責産
建物

バングラデシュ

建物付属設備
電気工事他

十地
'｀ /グ ラデシュ

ソフ トウェア

本部ソフ トウェア

(2)無形 定資産

33,480
33,480

7,040,848

1,123,730
399,000

1,522,730

7,040,848

史享り塁実模証金預1現ンダ預け金

(3)
入
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1事 業 報 告 用

1



【A】 責 産 合 計 ①+② 171.449,334

,-1.

動負債

4,570,476
1,226,430
445,342
108,333

5,175,811

11,526,392

2,383,967
2,383,967

31,965,007
31,965,007

未払金
積水樹脂商事 12月 回収封筒制作費等
その他業者支払 12月 分
バングラデシュ

ウガンダ
その他

預り金
社会保険、バングラデシュ、ベナン、プルキナファソ

支部損失引当金
協同組合支援 (ウ ガンダ)

45.875_366

定負儡

1,075,622退職給付引当金
バングラデシュ従業員分 1,075,622

1.075.622

【[

2

固

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
彊 ・・・ ④

46.950,988【B-1】 負 債 合 計 ③+④

124,498,346【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において■■であったことがある全員の氏名及び住所又はE所並
びにこれらの者についての前事彙年まにおける颯目の有無を紀載した名簿)

特定非営利活動法人 ハン フリー・ワール ド

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

● 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏    名

1

′ヽラタ
゛
 マリコ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年1   月   日

年  月  日原 田 麻里子

2 監 事

--rtl 
^ltl 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日西岡 はるな

3 監 事理事
ワタナベ ナミコ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年 月

月

日

日年渡邊 奈美子

4 監 事理 事

コバヤシ タケシ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日小林 毅

5 監 事
fra' l7 rrr' 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日籠島 康治

6 監 事理 事
ミキコト′ヾ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日三木 言葉

7
理 事 監 事

ニイナヤ ヒロマサ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日新名谷 寛昌

8 理 事
ツルミ カス・オ 令和5年3月 25日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日鶴見 和雄

8 理 事
オオシマ ヒトシ 令和5年 1月 1日

令和5年 3月 25日

年 月 日

年 月 日大島 仁志

´ ヽ

く窒ソ・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人∠ヽンガニ・フリー・ワールE

氏   名

1

吉田 千代子

2

金久保 修市

3

立山 誓―  

4

森 裕之

5

栗原 弘美

6

齊藤 恵―郎

7

宇田川 晴男

8

藤原 康雄

9

小林 博子

10

犬嶋 由香里  

11

金子 陽―朗

12

水上 奈々美




